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1.　ステップ１、２で分かったこと

　福岡空港は、平成14年12月の国の交通政策審議会航空分科会答申において、

将来的に需給が逼迫する等の事態が予想され、将来にわたって国内外航空ネッ

トワークにおける拠点性を発揮しうるよう、各種方策について幅広い合意形成

を図りつつ、国と地域が連携し、総合的な調査を進めることとされました。

　これを受け、国、福岡県、福岡市は平成15年7月に福岡空港調査連絡調整会議

を設け、協力しながら調査を行っています。

　調査に当たっては、広くみなさまに内容や進め方をお知らせするとともに、ご

意見をいただきながら進めていくこととしています（このことを、パブリックイン

ボルブメント（ＰＩ）といいます）。

　みなさまにとってわかりやすく、また意見を出しやすいように、４つのステップ

を踏んで課題や解決方法の検討を行い、そのステップごとにＰＩを実施しています。

　今回はステップ３について検討しています。

　

　このＰＩレポート詳細版は、レポートの理解を深めるためにまとめた参考資料です。

　調査結果の一層の理解のため、ＰＩ期間中は、説明会、オープンハウスなどを開

催し、内容のご説明を行っていきます。是非ご来場ください。

　最後になりますが、このＰＩレポートが福岡空港の将来を考えていただく際にみ

なさまのご理解の一助になることを期待しています。

福岡空港調査連絡調整会議

順々に段階を踏んで検討を進め、各段階ごとにＰＩを行います。

調査結果の一層の理解のためＰＩレポート詳細版をお届けします。

福岡空港の総合的な調査とは

序　言 ステップ１

ステップ2

●将来の航空需要予測については、国内・国際航空旅客は今後の経済成長や福岡都市圏の人口増等に伴い増加が見込まれ、福岡
空港では2010年代初期には年間滑走路処理容量に余力がなくなり混雑状況が拡大し、需要に十分応えられなくなるものと予
想されることが分かりました。

利用者から見ると（利用者アンケート結果）
　・利用者は、「路線数」、「便数」、「アクセス」、「航空運賃」を重視していることが分かりました。
　・利用したい時間帯は朝・夕のピーク時であることや便数の少ない路線に不満があることが分かりました。
地域から見ると
　・福岡空港は九州、福岡の経済発展を支えています。
　・福岡空港には、今後、成長する東アジアとの結びつきを深めていくことが期待されています。
　･航空機騒音や建物の高さ制限などの課題があります。
施設面から見ると
　・駐機場、滑走路、誘導路等に混雑の原因があります。

▼需要予測ケース

●ステップ２では、７つの「地域の将来像」と４つの「福岡空港の役割」をまとめました。

●ステップ1では、福岡空港の現状と課題や空港の能力などについて調査しました。

●福岡空港の現状と課題

現在の福岡空港の能力
　・福岡空港の年間滑走路処理容量は１４．５万回という前提のもとでは、平成15年の実績１３．６万回に対して約０．９万回の

余力があるものの、旅客の利用や航空機の運航には制約が生じはじめています。
有効活用方策を施した場合の福岡空港の能力
　・現空港敷地内で有効活用方策（平行誘導路二重化）を実施した場合、年間滑走路処理容量が１４．９万回になると見込まれ、

滑走路処理容量や旅客の利用・航空機の運航の制約が若干緩和されることになります。

●空港能力の見極め

①グローバル化
②少子高齢化
③地方分権
④価値観の多様化
⑤IT化（高度情報化）
⑥社会資本形成
⑦環境重視

：成長する東アジアを中心とした国際社会と共生する地域
：国内外から多彩な人材を引きつける、多様な機会に充ちた地域
：地域性を活かして競争力のある自立した地域
：様々な人々が交流し、ゆとりと豊かさを実感できる地域
：ＩＴを活かして優れた知識を創造し、国内外に情報発信する地域
：戦略的な社会資本形成によりグローバルな競争力をもつ地域
：都市の発展と環境への配慮が好循環した持続可能な地域

●海外・全国と福岡を結び相互交流の拡大を支える空港
　【必要となる取り組み：航空ネットワークの拡充】
●サービス向上を促進し、航空需要を支える空港
　【必要となる取り組み：空港容量の確保】
●福岡の交通結節機能を活かし、速く・安く・快適な移動を支える空港
　【必要となる取り組み：利用者の利便性向上】
●地域と共存しながら、福岡・九州の自立的発展を支える空港
　【必要となる取り組み：幅広い航空利用と安全・環境等への配慮】

【福岡空港の現状と課題】（ステップ1の結果から）

利用者の視点・地域の視点・航空ネットワークの視点・空港施設の視点

【地域の将来像】 【福岡空港の役割】【着目する論点】

前提 ・静岡空港、百里飛行場の開港（2012年度供用）
・九州新幹線鹿児島ルートの全線開業（2010年度開業）
・2012年度までに整備の見込まれる高規格幹線�
  道路、地域高規格道路の供用ケース

ケースA
「改革進展」

構造改革等が進展した場合の経済成長
を見込んだ場合

ケースB
「非改革・停滞」

構造改革等が進展せず、生産性の向上等が
進まない場合

ケースC
「失われた10年」

「失われた10年」ともいわれる1990年代の日本
経済の停滞期と同等の状況が続くと仮定した場合

注）発着回数の実績は、定期便以外の自衛隊機等の不定期便を含む
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1.　ステップ１、２で分かったこと 2.　ステップ３で知っていただきたいこと
１） 今回のステップの位置づけ・役割と次回ステップとの関わり

●PIステップ１では、現空港敷地内での有効活用方策として、国内線エプロンの平行誘導路の二重化を検討し、若干の

混雑緩和効果があることが確認できました。その後、「誘導路二重化以外の方策があるのでは？」「ターミナルビルの

滑走路中央部への移転が役に立つと思う。」などのご意見がみなさんから寄せられました。これらのご意見を踏まえ

て、現国内線ターミナルを移転した場合の下記の２ケースを追加検討しました。

●追加ケース1、2とも、滑走路処理容量が若干増加することが予測されますが、将来需要に対応できるほどの容量とは

ならないことが考えられます。また、整備費は平行誘導路の二重化案（ステップ1）と比較して多大なものとなります。

ステップ2

●福岡空港の現状と課題、空港利用者の視点に立った航空サービスの評

価基準、現在の空港の能力について検討。

対応策を検討するための前提条件
●地域の将来像と福岡空港の役割、航空需要の将来予測について検討。

ステップ3 評価の視点と検討すべき対応案
●検討すべき対応案と対応案を評価する視点を検討。

ステップ4 対応案の比較評価と方向性（案）
●評価の視点に基づく対応案の比較評価と方向性（案）を作成。

ステップ1 課題と実現すべき政策的目標

　ステップ１では、様々な視点から福岡空港の現状

と課題をとりまとめ、現在の福岡空港の能力と有効

活用方策を実施した場合の福岡空港の能力の見極

めについて検討しました。

　また、ステップ２では、ステップ１で得られた成果

を活用して、地域の将来像と福岡空港の役割をとり

まとめ、将来の航空需要の予測を行いました。

　これらを踏まえて、今回ステップ３では、「将来の

福岡空港にはどんな対応が考えられるのか、（検討

すべき対応案）」、「それぞれの対応案をどんな‘‘観点’’

でくらべるのか（評価の視点）」について理解を深め

ます。

　なお、「既存ストックの有効活用方策」については、

平行誘導路の二重化をステップ１で検討しましたので、

今回は、３方策について検討します。

　そして、次のステップ４では評価の視点に基づい

て対応案の比較評価を行い、方向性（案）を作成します。

■福岡空港ＰＩステップの全体構成とステップ３の位置

■福岡空港の総合的な調査  ステップ3  PIレポート

検討すべき対応案

近隣空港との連携方策

滑走路増設方策

新空港方策

評価の視点
評価の視点の設定

（2005.7～2005.12）終了

（2006.7～2006.12）終了

ステップ1 追加ケース1

追加ケース2

現国内線エプロンの平行誘導路の二重化 現国内線ターミナルを
東側中央部へ移転

国内線ターミナルと国際線
ターミナルの西側での統合

東

北 南

西

コラム1　現空港の有効活用の追加検討

国内線 国内線を
東側中央部

へ展開

現滑走路　2,800m

国際線貨物
地
下
鉄

自衛隊等

拡張

国内線

現滑走路　2,800m

国際線貨物 自衛隊等

拡張地下鉄の分岐・延伸

ステップ1 追加ケース1 追加ケース2

・ターミナルビルをセットバックする必要
があり、現行サービスレベルを維持する
ためにはターミナル道路の切り回し等に
工夫が必要。また、ターミナルビルの運用
を維持しながらの工事に課題がある。

・貨物施設については、現況と同じ滑走路
西側地区での運用となる。

・滑走路処理容量は１４．５万回／年から１
４．９万回／年に増加

・国内線ターミナルビル中央部に大型機材
用スポットを集中させれば、利便性は向
上する。

・旅客ターミナルビル、管制塔等全ての東
側ターミナル施設の移設が必要であり、
これらの運用を維持しながらの工事に
課題がある。

・現行サービスレベル維持のためには地
下鉄の延伸費用、用地購入費用が必要。

・貨物施設については、現況と同じ滑走路
西側地区での運用となる。

・滑走路処理容量はステップ１案より若干
増加することが予測される。

整備概要 国内線ターミナル地区を滑走路
東側中央部に移設する案

現行国内線エプロン誘導路を
二重化する案

国内線ターミナル地区を滑走路西側に
移し、国際線ターミナル地区と統合する案

用地買収面積 用地買収なし 約30ha 約25ha

概算整備費

特　徴

340億円程度
（エプロン、ターミナルビル、
道路・駐車場整備費用など）

2,000億円程度
（エプロン、ターミナル施設、用地買収費、

補償工事費、地下鉄整備費用など）

1,500億円程度
（エプロン、ターミナル施設、用地買収費、

補償工事費、地下鉄整備費用など）

・国内線・国際線ターミナルを統合する場合、
ターミナルが長くなること、またエプロン
間口の制約から、ビルに直接接続しない
スポットが増えることから、移動に関し
て利用者利便性が低下する。

・現行サービスレベル維持のためには地
下鉄の分岐又は延伸費用、用地購入費用
が必要。

・貨物施設については、旅客ターミナル地
区と貨物地区が並列配置されることから
利便性に優れる。

・滑走路処理容量はステップ１案より若干
増加することが予測される。

国内線

現滑走路　2,800m

国際線貨物 自衛隊等
地
下
鉄


